財政のあらまし（2016－Ⅱ　138号）の概要

◎平成27年度一般会計決算状況

Ⅰ　平成27年度の決算は総じてどうでしたか。（P8）

（歳入）
・税収は、景気の持ち直しにより法人事業税が増加（対前年度比＋12.9％）したほか、地方消費税率の引き上げによる影響が平年度化したことなどから、県税全体としては、対前年度比12.0％増と5年連続で増加
・一方で県有施設整備基金に積み立てた地域の元気臨時交付金を公共投資に活用した平成26年度に比べ、繰入金が減少（対前年度比△37.5％）したことなどにより、歳入総額は5,601億円（対前年度比＋1.4％）
（歳出）
・投資的経費は、平成26年度において、平成25年度の国補正予算に伴う繰越額が多かったことなどから、平成27年度は対前年度比で19.5％の減少
・一般行政経費は、地方消費税率の引き上げによる地方消費税清算金交付額の増加のほか、新たに設置したいしかわ県民文化振興基金への出捐等の臨時的な要因により、対前年度比14.8％増となり、歳出総額は5,517億円（対前年度比＋1.1％）
→　形式収支　 84億円余の黒字

　　実質収支　  7億円余の黒字
      財政調整基金及び減債基金を取り崩すことなく、平成24年度以降、４年連続で収支均衡達成
（経常収支比率）

・平成27年度決算における経常収支比率は94.1％（全国平均94.1％）となり、社会保障関係経費の増加などにより、前年度から1.3ポイント悪化
・今後も更なる社会保障関係経費の増加が見込まれるなど義務的経費が県財政を圧迫する厳しい状況が予想され、経常収支比率の悪化も懸念される

Ⅳ　財政健全化に関する指標はどうなっていますか。（P17）

（経緯）

・地方公共団体の財政破たんを未然に防ぎ、県や市町村の財政の健全化を目的として、平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政健全化法）が成立

（概要）

・「早期健全化」と「財政再生」の2段階で財政悪化をチェックするとともに、公営企業会計なども併せた連結決算により地方公共団体全体の財政状況をより明らかにするもの
・平成19年度決算から、

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

という4つの健全化判断比率と、各公営企業の経営の健全性を表す
資金不足比率
を算定の上、議会への報告・公表が義務付けられた
　　・平成20年度決算からは、これらの比率のいずれかが早期健全化基準以上となった場合、議会の議決を経て財政健全化計画を策定し、自主的な改善努力により財政健全化を図ることとなる
・実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率が、さらに悪化して財政再生基準以上となった場合には、議会の議決を経て財政再生計画を策定し、国の関与による確実な再生を図ることとなる
（本県の状況）
・平成27年度決算における本県の比率については、全て早期健全化基準を下回っている状況
　　[image: image1.emf]（参考）実質公債費比率（単年度比率）の推移
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　２．資金不足比率（公営企業の経営健全化に関する判断比率）



Ｈ27年度 Ｈ26年度 増減 経営健全化基準 財政再生基準

将 来 負 担 比 率

210.6% 217.2% ▲ 6.6

8.75%以上 15%以上

実質公債費比率
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400%以上
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－ － －

－ －

※実質公債費比率は3か年平均（H27年度の比率はH25～27の平均、H26年度の比率はH24～26の平均）

　１．健全化判断比率（財政の早期健全化・再生に関する判断比率）

Ｈ27年度 Ｈ26年度 増減 早期健全化基準 財政再生基準

連結実質赤字比率

－



１．健全化判断比率
（１）実質赤字比率

主要な会計である「一般会計」等に生じた赤字の大きさを、地方自治体の一般財源の標準的大きさを示す指標である標準財政規模に対する割合で表したものです。平成27年度の実質収支は黒字であり、赤字は生じていません。

※ 標準財政規模

地方自治体に、通常毎年度収入される経常的な収入である地方税や普通交付税などの一般財源（使途の特定されていない財源）の規模を示すものです。
（２）連結実質赤字比率

一般会計等に加え公営企業を含めた実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率であり、平成26年度は黒字であるため、連結実質赤字は生じていません。
（３）実質公債費比率

地方自治体が過去に発行した地方債の返済に充てる経費である公債費の大きさを標準財政規模に対する割合で表したものです。一般会計だけでなく公営企業会計等の分も含めて算出しています。3カ年平均の値で表すことになっており、25％を超えると早期健全化の対象となります。平成27年度は14.3％と前年度に比べ0.6ポイント減少しました。これは、臨時財政対策債以外の県債残高の抑制や県債の繰上償還の実施などによる公債費負担の平準化など財政健全化に向けた取り組みの効果によるものです。
（４）将来負担比率

地方自治体が借り入れている地方債など現在抱えている負債の大きさを標準財政規模に対する割合で表したものです。一般会計や公営企業の借入金だけでなく、職員の退職手当の将来負担額や公社、第三セクター等が抱える借入金への損失補償による自治体の負担見込額も含めて算出しています。早期健全化の基準は400％であり、平成27年度は210.6％と前年度に比べ6.6ポイント減少しています。これも県債残高の抑制や行財政改革の推進による職員数の削減などの財政健全化に向けた取り組みの効果によるものです。

※ 将来負担額

地方債現在高、債務負担行為に基づく支出予定額（公債費に準ずるもの）、公営企業への繰出見込額（公債費分）、退職手当の負担見込額、設立法人の負債額等の県の負担見込額（損失補償等による県の負担）、連結実質赤字額など

２．資金不足比率

地方自治体の公営企業の資金不足の額の大きさを事業規模に対する割合で表すものです。本県で対象となるのは、流域下水道特別会計、港湾整備特別会計、中央病院事業会計、高松病院事業会計、港湾土地造成事業会計、水道用水供給事業の6つで、いずれも資金不足は生じていません。
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北 海 道 － － － － 20.6（1） 20.8（1） △ 0.2 307.7（2） 317.4（2） △ 9.7

青 森 県 － － － － 14.4（16） 15.5（12） △ 1.1 139.6（39） 153.2（39） △ 13.6

岩 手 県 － － － － 20.5（2） 20.4（2） 0.1 224.6（11） 236.3（10） △ 11.7

宮 城 県 － － － － 14.5（14） 14.1（25） 0.4 171.8（29） 187.2（28） △ 15.4

秋 田 県 － － － － 14.1（20） 14.6（19） △ 0.5 238.3（7） 241.2（8） △ 2.9

山 形 県 － － － － 13.2（25） 13.6（27） △ 0.4 227.7（8） 230.2（11） △ 2.5

福 島 県 － － － － 11.7（38） 12.7（34） △ 1.0 137.5（40） 140.0（41） △ 2.5

茨 城 県 － － － － 12.1（32） 13.3（30） △ 1.2 224.9（10） 237.1（9） △ 12.2

栃 木 県 － － － － 11.5（40） 11.6（44） △ 0.1 99.8（45） 106.2（45） △ 6.4

群 馬 県 － － － － 12.1（32） 12.2（38） △ 0.1 155.2（36） 162.8（36） △ 7.6

埼 玉 県 － － － － 12.0（35） 12.3（37） △ 0.3 192.9（20） 203.5（19） △ 10.6

千 葉 県 － － － － 10.9（43） 11.2（46） △ 0.3 155.7（35） 164.6（35） △ 8.9

東 京 都 － － － － 1.3（47） 0.7（47） 0.6 32.1（47） 49.7（47） △ 17.6

神奈川県 － － － － 12.0（35） 11.9（43） 0.1 132.3（41） 142.9（40） △ 10.6

新 潟 県 － － － － 15.8（8） 16.8（5） △ 1.0 286.5（3） 288.6（3） △ 2.1

富 山 県 － － － － 14.7（12） 16.1（8） △ 1.4 253.3（4） 264.3（4） △ 11.0

石 川 県 － － － － 14.3（18） 14.9（17） △ 0.6 210.6（14） 217.2（14） △ 6.6

福 井 県 － － － － 14.5（14） 15.3（13） △ 0.8 163.4（32） 171.1（32） △ 7.7

山 梨 県 － － － － 15.9（7） 16.2（7） △ 0.3 202.4（16） 213.2（16） △ 10.8

長 野 県 － － － － 12.7（27） 13.5（28） △ 0.8 170.1（30） 179.6（30） △ 9.5

岐 阜 県 － － － － 13.6（24） 15.3（13） △ 1.7 189.7（22） 195.0（22） △ 5.3

静 岡 県 － － － － 14.0（22） 14.5（21） △ 0.5 223.1（12） 229.8（12） △ 6.7

愛 知 県 － － － － 14.3（18） 15.1（15） △ 0.8 197.3（18） 212.7（17） △ 15.4

三 重 県 － － － － 14.4（16） 14.7（18） △ 0.3 184.7（26） 189.3（25） △ 4.6

滋 賀 県 － － － － 14.1（20） 14.5（21） △ 0.4 194.7（19） 198.7（21） △ 4.0

京 都 府 － － － － 16.2（6） 15.7（10） 0.5 248.8（5） 254.3（5） △ 5.5

大 阪 府 － － － － 19.4（3） 19.0（3） 0.4 189.0（23） 208.4（18） △ 19.4

兵 庫 県 － － － － 16.8（4） 15.8（9） 1.0 320.6（1） 333.0（1） △ 12.4

奈 良 県 － － － － 11.7（38） 12.0（41） △ 0.3 159.8（33） 171.0（33） △ 11.2

和歌山県 － － － － 10.6（45） 11.3（45） △ 0.7 187.9（25） 188.3（26） △ 0.4

鳥 取 県 － － － － 12.4（29） 12.7（34） △ 0.3 105.6（44） 107.2（44） △ 1.6

島 根 県 － － － － 10.5（46） 12.6（36） △ 2.1 168.8（31） 177.3（31） △ 8.5

岡 山 県 － － － － 12.1（32） 12.8（33） △ 0.7 197.5（17） 203.0（20） △ 5.5

広 島 県 － － － － 14.9（11） 14.6（19） 0.3 226.2（9） 241.8（7） △ 15.6

山 口 県 － － － － 15.2（10） 15.1（15） 0.1 206.5（15） 216.3（15） △ 9.8

徳 島 県 － － － － 16.7（5） 18.9（4） △ 2.2 180.4（27） 187.6（27） △ 7.2

香 川 県 － － － － 12.0（35） 13.4（29） △ 1.4 190.2（21） 191.7（24） △ 1.5

愛 媛 県 － － － － 12.4（29） 13.2（31） △ 0.8 150.7（38） 158.0（37） △ 7.3

高 知 県 － － － － 10.8（44） 12.0（41） △ 1.2 154.9（37） 158.0（37） △ 3.1

福 岡 県 － － － － 13.1（26） 14.2（24） △ 1.1 240.0（6） 247.7（6） △ 7.7

佐 賀 県 － － － － 11.2（42） 12.1（40） △ 0.9 106.6（43） 108.2（43） △ 1.6

長 崎 県 － － － － 13.8（23） 14.0（26） △ 0.2 179.4（28） 179.8（29） △ 0.4

熊 本 県 － － － － 12.3（31） 13.0（32） △ 0.7 189.0（23） 194.2（23） △ 5.2

大 分 県 － － － － 12.7（27） 14.4（23） △ 1.7 157.0（34） 165.7（34） △ 8.7

宮 崎 県 － － － － 15.5（9） 16.7（6） △ 1.2 126.4（42） 132.1（42） △ 5.7

鹿児島県 － － － － 14.7（12） 15.6（11） △ 0.9 216.2（13） 226.4（13） △ 10.2

沖 縄 県 － － － － 11.4（41） 12.2（38） △ 0.8 50.8（46） 57.2（46） △ 6.4

平均(加重) 12.7 13.1 △ 0.4 175.6 187.0 △ 11.4

財政健全化法に基づく健全化判断比率の全国状況（総務省速報値）

△印減（単位：％）

都道府県名

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

Ｈ２７（順位） Ｈ２６（順位） Ｈ２７（順位） Ｈ２６（順位）


・今後とも、実質公債費比率や将来負担比率等を念頭に置きながら、
1 償還財源を全額国から交付税で措置される臨時財政対策債を除き、県債残高を前年度以下の水準に抑制すること
2 減債基金等の取り崩しに頼ることなく単年度の収支均衡を維持することにとどまらず、今後の公債費負担の増等に対応するため、必要な資金を基金に積み立てること
に努め、持続可能な行財政基盤の確立を図っていく

◎平成28年度上半期の財政状況 （Ⅰ 補正予算のポイントは何ですか。（P2）)
（9月補正予算 ： 補正額 約81億円）
クルーズ船の寄港の大幅な増加への対応のほか、東京国立近代美術館工芸館の移転決定など、当初予算編成以降の情勢の変化や事業の進捗等を踏まえ、新たな対応が必要となった施策について予算編成

◎本県の財務諸表 （P21）
　　  

 平成20年度から、「総務省方式改訂モデル」により作成

　・財務諸表･･･行政コスト計算書、バランスシート、純資産変動計算書、資金収支計算書

[image: image3.emf]※　財務４表の関係（金額は平成27年度）

資産【２兆9,396億円】 負債【１兆4,002億円】

　うち歳計現金【134億円】純資産【１兆5,394億円】

純資産変動計算書

期首純資産残高【１兆5,452億円】

純経常行政コスト【3,999億円】

＋

一般財源、国補助金等【3,969億円】

＋

臨時損益、資産評価替え等【▲28億円】

期末純資産残高【１兆5,394億円】

（注）数値はすべて四捨五入しており、合計額が一致しない場合があります。

純経常行政コスト【3,999億円】

バランスシート 行政コスト計算書

資金収支計算書

経常行政コスト【4,104億円】



経常収益【106億円】



収入【5,235億円】

支出【5,214億円】

歳計現金増減額【21億円】

期首歳計現金残高【113億円】

期末歳計現金残高【134億円】



＋


＊ 行政コスト計算書の概況（P22）
・性質別では、「移転支出的なコスト」の構成比が36.7％と最も大きい

・目的別では、「教育」の構成比が25.7％と最も大きく、大半は公立小中高校の教職員の人件費

・経常行政コストの財源として充てられた受益者負担額である経常収益は106億円で、経常行政コストに占める割合は2.6％であり、これを除いた3,999億円が県税や国補助金等でまかなわれる「純経常行政コスト」
 ＊ バランスシートの概況（P25）
　 ・資産は2兆9,396億円で、うち約9割にあたる2兆5,995億円が公共資産。また、県の貯金にあたる基金は1,296億円
・負債は県債1兆2,523億円など、1兆4,002億円
・この結果、県の純資産は1兆5,394億円で、引き続き、資産が大きく負債を上回っており、いわゆる債務超過の状態には陥っていない
＊ 純資産変動計算書の概況（P28）　
・県の純資産は平成27年度末で1兆5,394億円となっており、昨年度から58億円減少
・増減の内訳は、純経常行政コストで3,999億円の減、県税などの一般財源で3,339億円の増、国補助金等の受入で630億円の増、災害復旧費や公共資産除売却損益などの臨時損益等で28億円の減
 ＊ 資金収支計算書の概況（P29）
　 ・経常的収支（人件費、社会保障給付、補助金等など経常的行政活動における収支）で1,071億円の黒字となったが、公共資産整備収支（国や他団体の資産整備における収支）で133億円、投資・財務的収支（県債の償還や基金への積立など投資・財務的活動における収支）の917億円の支出超過
   ・この結果、平成27年度末の歳計現金残高は134億円となり、昨年度から21億円の増加






健全化判断比率等について（ポイント）
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